
情報通信審議会 情報通信技術分科会（第８１回）議事概要 

 

１ 日時 平成２３年９月１６日(金) １４時００分～１５時００分 

２ 場所 総務省第１特別会議室（８階） 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

坂内 正夫（分科会長）、相澤 彰子、相田 仁、青木 節子、 

荒川 薫、伊東 晋、近藤 則子、鈴木 陽一、高橋 伸子、 

広崎 膨太郎、前田 香織 

                           （以上１１名） 

（２）専門委員（敬称略） 

藤原 修 

（３）総務省 

（情報通信国際戦略局） 

久保田総括審議官、岡野技術政策課長 

（情報流通行政局） 

田中情報流通行政局長、田中放送技術課長 

（総合通信基盤局） 

桜井総合通信基盤局長、原口電気通信事業部長、 

鈴木電波部長、安藤基盤局総務課長、 

野崎電気通信技術システム課長、山路電気通信技術システム課企画官、 

田原移動通信課長、丹代電波環境課長 

（４）事務局 

藤江情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長 

４ 議 題 

（１）答申事項 

ア 「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のう

ち「家庭用電気機器、電動工具及び類似機器からの妨害波の許容値と

測定方法」及び「無線周波妨害波およびイミュニティ測定装置の技術

的条件」【昭和 63 年 9 月 26 日付け 電気通信技術審議会諮問第３号】 

審議の結果、本件について一部答申を行った。 

 

【内容】 

本件は、家庭用電気機器等からの妨害波の許容値と測定方法及び無線

周波妨害波およびイミュニティ測定装置の技術的条件を最新の国際規

格に準拠するもの。 



イ 「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のう

ち「ＣＩＳＰＲソウル会議 総会対処方針」【昭和 63 年 9 月 26 日付

け 電気通信技術審議会諮問第３号】 

審議の結果、本件について一部答申を行った。 

 

【内容】 

本件は、本年１０月１１日から韓国ソウルにおいて開催が予定され

ている、第３６回ＣＩＳＰＲ総会における対処方針について審議を行っ

たもの。 

 

 

（２）報告事項 

ア 「ネットワークのＩＰ化に対応した電気通信設備に係る技術的条件」

のうち「電気通信設備の安全・信頼性対策に関する事項」【平成 17

年 10 月 31 日付け 情報通信技術分科会諮問第 2020 号】 

ＩＰネットワーク設備委員会より報告があった。 

 

【内容】 

本件は、東日本大震災の発生により、通信インフラの輻輳や途絶等

の状態が生じたことを踏まえて開催された、「大規模災害等緊急事態に

おける通信確保の在り方に関する検討会」の中間取りまとめ及び、ＩＰ

化に伴う電気通信設備の支障が国民生活へ及ぼす影響を踏まえて、電気

通信設備の安全・信頼性対策について検討を開始することについて報告

を受けたもの。 

 

イ 「2.5GHz 帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステムの技術的条

件」のうち「広帯域移動無線アクセスシステムの高度化に関する技術

的条件」【平成 18 年 2 月 27 日付け 情報通信技術分科会諮問第 2021

号】 

携帯電話等高度化委員会事務局より報告があった。 

 

【内容】 

2.5GHz 帯の広帯域移動無線アクセスシステム（BWA）については、更

なる高度化に向けた検討にあたり、既存の周波数帯域に限らない検討

が必要となるため、伝送速度の高速化や効率的なエリア展開のため、

隣接周波数帯域も含めた、技術的条件の検討を開始するもの。 

 



ウ 「放送システムに関する技術的条件」のうち「ホワイトスペースを

活用した放送型システムに関する技術的条件」及び「放送に係る安全・

信頼性に関する技術的条件」のうち「ホワイトスペースを活用した放

送型システムに関する技術的条件」【平成 18 年 9 月 28 日付け 情報

通信技術分科会諮問第 2023 号及び平成 22 年 12 月 21 日付け 情報通

信技術分科会諮問第 2031 号】 

放送システム委員会事務局より報告があった。 

 

【内容】 

本件は、「新たな電波の活用ビジョンに関する検討チーム」で取りま

とめられた、ホワイトスペースを活用するエリア放送型システムの技

術的条件の審議状況について、報告を受けたもの。 

 

エ 第 4 期科学技術基本計画について 

総務省より報告があった。 

 

【内容】 

科学技術に関する国家戦略として、科学技術基本法に基づき、平成

８年度以降、５年ごとに「科学技術基本計画」を策定することとなっ

ており、本件は、本年３月１１日の東日本大震災の発生を踏まえた再

検討を経て本年８月１９日に閣議決定された、平成２３年度からの「第

４期科学技術基本計画」について報告があったもの。 

 

 

 

本会議にて配付された資料をご覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて 

   公開しておりますのでご覧ください。 

また、総務省において、閲覧及び貸し出しを実施しておりますので、 

下記までご連絡をお願いいたします。 

 

担当：総務省 情報通信国際戦略局 管理室 調整係 安藤、吉原 

電話  ０３－５２５３－５９５７ ＦＡＸ ０３－５２５３－５９４５ 

メール johotsushin-shingikai/●/soumu.go.jp 

迷惑メール防止対策をしているため、/●/を@に置き換えてください。 


